
 

 



Ⅰ カーボンニュートラル社会とは？

炭素中立／脱炭素と呼ばれることもある。温

室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させること

を意味し，図 1 に示す通り，CO2 等の温室効

果ガス（人為的なもの）について，①排出量を

削減しつつ，②吸収作用を保全・強化し，差し

引きを実質的にゼロにする必要がある。

この実現に向けて，120 以上の国と地域が

「2050 年カーボンニュートラル」という目標を

掲げ，取組を進めており，日本政府も，2020

年 10 月，2050 年までにカーボンニュートラル

を目指すことを宣言した。

これは，地球規模の課題の一つである気候変

動問題の解決に向けて，2015 年に国連気候変

動枠組条約第 26 回締約国会議（COP26）にお

いてパリ協定が採択されたことに端を発する。

そこでは，世界共通の長期目標として，次が合

意されたのである。

�世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて

2℃より十分低く保ち（2℃目標），1.5℃に抑

える努力をする（1.5℃の努力目標）

�そのため，できるかぎり早く世界の温室効果
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カーボンニュートラル社会の

実現に求められる政策

日本は 2020 年 10 月，2050 年までにカーボンニュートラルを目指すことを宣言した。その後，矢継ぎ

早に，産業政策としての「グリーン成長戦略」，地域政策としての「地域脱炭素ロードマップ」が策定された。

前者では，重点エネルギー関連産業 14分野が挙げられ，工程表も策定され，各分野において具体化が進めら

れている。後者では，開始 5年間に政策を総動員し，2030 年までに少なくとも脱炭素先行地域を 100か所

以上創出し，脱炭素の基盤となる重点対策を全国で実施することで，地域の脱炭素モデルを全国に伝搬し（脱

炭素ドミノ），2050 年を待たずに脱炭素達成を目指すとし，各地で取組が始まっている。それらと呼応する

形で，資源循環分野を始めとする各分野での実現シナリオや，ここ 10年で求められるGX（カーボンニュー

トラルと経済成長の両立を目指すグリーントランスフォーメーション）の方向性も示されている。1年後に

迫った 2025 大阪・関西万博は，カーボンニュートラル社会を先取りして魅せる実験場としても期待されて

いる。他方，人材育成政策や国民・社会の幸せ（ウェルビーイング）との同時達成といった課題もあり，私た

ち一人ひとりの多様な実践も求められている。



ガス排出量をピークアウトし，21 世紀後半

には，温室効果ガス排出量と（森林などによ

る）吸収量のバランスをとる

最近，猛暑が続くなどし，異常気象を実感

している人も多いと思うが，気候変動は人類

の喫緊の課題であり，待ったなしで取組が求

められている。

日本は，2050 年カーボンニュートラルの

実現に向け，まず，2030 年度に温室効果ガ

スを 2013 年度から 46％削減することを目指

している。その達成に向けて，いくつかの切

り口で政策が検討されているので，概観を試

みたい。

Ⅱ 日本における産業政策としての

「グリーン成長戦略」

国際的にもカーボンニュートラルの機運が高

まる中，そこに日本の成長の機会を見出そうと

2021 年 6 月に策定されたのが，「2050 年カーボ

ンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」であ

る。

経済産業省の HP においても，「2050 年カー

ボンニュートラルの実現は，並大抵の努力では

実現できず，エネルギー・産業部門の構造転

換，大胆な投資によるイノベーションの創出と

いった取組を，大きく加速することが必要で

す。…中略…国として高い目標を掲げ，可能な

限り，具体的な見通しを示しております。ま

た，こうした目標の実現を目指す企業の前向き

な挑戦を後押しするため，あらゆる政策を総動

員しています」と述べられている通り，意欲的

な内容となっている。

具体的には，図 2 に示す通り，重点的な取

組が求められるエネルギー関連産業として，①

洋上風力，②燃料アンモニア，③水素，④原子

力，輸送・製造関連産業として，⑤自動車・蓄

電池，⑥半導体・情報通信，⑦船舶，⑧物流・

人流・土木インフラ，⑨食料・農林水産業，⑩

航空機，⑪カーボンリサイクル，家庭・オフィ

ス関連産業として，⑫住宅・建築物／次世代型

太陽光，⑬資源循環，⑭ライフスタイル が挙

げられた。

これらの分野についてはそれぞれ，2050 年

に向けて，①研究開発，②実証，③導入拡大，

④自立商用といった段階を意識した「工程表」

も示された。また，企業のイノベーションへの

大胆な投資を後押しするには，企業ニーズに

沿った支援策が必要であるとし，「工程表」も

念頭に，それぞれの段階に最適な政策ツールを

措置するため，次のような分野横断的な主要政

策ツールが打ち出された。

・予算：「グリーンイノベーション基金」創設

・税制：脱炭素化の効果が高い製品への投資を

優遇

・金融：ファンド創設など投資をうながす環境

整備

・規制改革・標準化：新技術が普及するよう規

制緩和・強化を実施

・国際連携：日本の先端技術で世界をリード

・大学における取組の推進等：教育・研究・地
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図1 脱炭素社会の達成イメージ

出典：環境省 HP（https://ondankataisaku.env.go.jp/carb

on_neutral/about/）



域連携を促進

・2025 年日本国際博覧会：革新的なイノベー

ション技術の実証

・グリーン成長に関する若手ワーキンググルー

プ

なお，大学における取組の推進等の一環とし

て，大学と地域社会の連携を強化するため，国

や自治体，企業，国内外の大学等が参画する

「カーボン・ニュートラル達成に貢献する大学

等コアリション」が立ち上げられた。筆者の所

属する総合地球環境学研究所（地球研）は，そ

の事務局を担っている。幅広い関係者に参加頂

けるシンポジウム等も実施しているので，是非

皆様にもご参加頂きたい。

Ⅲ 日本における地域政策としての

「地域脱炭素ロードマップ」

産業政策と並んで急ピッチで検討が進められ

提示されたのが，地域・暮らしに関連する政策

である。地域・暮らしにおけるカーボンニュー

トラル達成は，地域課題を解決し，地域の魅力

と質を向上させる地方創生に貢献し得るとし

て，2021 年 6 月に「地域脱炭素ロードマップ」

が策定された。ここでは，2030 年度目標及び

2050 年カーボンニュートラルという野心的な

目標に向けて，開始 5 年間に，政策を総動員

し，国も人材・情報・資金の面から，積極的に

支援し，① 2030 年までに少なくとも脱炭素先

行地域を 100 か所以上創出し，②脱炭素の基盤

となる重点対策を全国で実施することで，地域

の脱炭素モデルを全国に伝搬し（脱炭素ドミ

ノ），2050 年を待たずに脱炭素達成を目指すと

された。

脱炭素先行地域では，地方自治体や地元企

業・金融機関が中心となり，地域特性等を活か

して，地域課題を解決し住民の暮らしの質を向

上しながら脱炭素に向かう先行的な取組を実施

するとともに，環境省を中心に国も積極的に支
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図2 重点14分野

出典：経済産業省HP（https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/green_growth_strategy.html）



援することとなった。脱炭素の基盤となる重点

対策は，次の通り示されている。

・屋根置きなど自家消費型の太陽光発電

・地域共生・地域裨益型再エネの立地

・公共施設など業務ビル等における徹底した省

エネと再エネ電気調達と更新や改修時の

ZEB化誘導

・住宅・建築物の省エネ性能等の向上

・ゼロカーボン・ドライブ（再エネ×EV/

PHEV/FCV）

・資源循環の高度化を通じた循環経済への移行

・コンパクト・プラス・ネットワーク等による

脱炭素型まちづくり

・食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両

立

脱炭素先行地域づくりと重点対策の全国実施

を後押しするため，次の 3つの基盤的な施策が

設定された。

・地域の実施体制構築と国の積極支援

・グリーン×デジタルによるライフスタイルイ

ノベーション

・社会全体を脱炭素に向けるルールのイノベー

ション

脱炭素先行地域の選定は，2022 年から始

まり，図 3 に示す通り，2024 年 3 月 18 日時

点で，全国 36 道府県 94 市町村の 73 提案が選

定されている。実に多様なパターンの挑戦が生

まれており，目が離せない。可能性と同時に，

見えてきた課題もあり，脱炭素ドミノを起こす
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図3 脱炭素先行地域

出典：環境省HP（https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/preceding-region/）



ためには，それらを技術・制度的に克服してい

くことが肝要と考えられる。

Ⅳ 資源循環分野を例に見る変革

このように，産業及び地域・暮らしの視点か

ら，大きな政策の方向性が示され，取組が進め

られているが，筆者の専門テーマの一つである

資源循環・廃棄物管理分野においても，両政策

も念頭に置きつつ，カーボンニュートラルに向

けて大きな変革が起ころうとしている。ここで

は，分野での検討事例として紹介させていただ

きたい。

まず，資源循環分野からの温室効果ガスの排

出であるが，2021 年度の温室効果ガスの総排

出量，約 11 億 7,000 万トンのうち，廃棄物分

野からの排出は約 3,700 万トンで約 3.2％とな

る。しかし，資源循環をライフサイクルで考え

ると，原料調達から製造，輸送等もかかわるこ

ととなり，総排出量の約 36％が関係すること

となる。すなわち，資源循環が排出削減に貢献

できる余地がある部門の排出量は 4割近くある

と言えるのだ。

本分野の政策の基本となるのは，循環型社会

形成推進基本計画（循環基本計画）である。現

在，第五次循環基本計画の策定が進められてお

り，ちょうど 5 月 22 日までパブリックコメン

トにかけられている。そこでも，脱炭素社会の

実現が前提となっているが，ここでは，脱炭素

に主眼を置いて，2021 年度に中央環境審議会

循環型社会部会において議論された「廃棄物・

資源循環分野における 2050 年温室効果ガス排

出実質ゼロに向けた中長期シナリオ（案）」を

取り上げる。

2050 年カーボンニュートラル・脱炭素社会

の実現に向けて廃棄物・資源循環分野が果たす

役割として，大きく分けて「3R（リデュース・

リユース・リサイクル）+Renewable を基盤と

した資源生産性向上による脱炭素化」と「資源

循環・適正処理システムの脱炭素化」をめざす

ものとされた。ざっくり言うと，前者は「動脈

からのライフサイクル全体」を考えるもので，

他分野との連動も大きい。後者は「静脈に着

目」したものと捉えられる。
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図4 重点対策領域

出典：環境省HP（https://www.env.go.jp/council/content/i_03/000048390.pdf）



具体的な重点対策領域も，図 4の通り示さ

れた。廃プラスチックや廃油などの素材や，

CCUS（ Carbon dioxide Capture, Utilization

and Storage；焼却炉などから排出された CO2

を，他の気体から分離して集め，地中深くに貯

留・圧入する）といった技術が，具体的に示さ

れている。

カーボンニュートラルの考え方は冒頭で紹介

したが，本分野においても，図5に示す通り，

排出量を削減しつつ，CCUS により吸収・貯留

し，実質排出ゼロを目指すとされた。なお，削

減の方向にも大きく伸びるグラフとなっている

が，これは先述の「動脈からのライフサイクル

全体で，他分野とも連動」する部分が大きく見

込まれる。ただし，図にも記載の通り，削減量

の計上は見送られている。

本シナリオでは，重点対策領域ごとの詳細な

シナリオ解析もとりまとめ，具体的な対策と課

題をあげており，示唆に富むものとなってい

る。

Ⅴ 変革のための10年のあり方

ここまでは，中長期の政策方針を中心にみて

きた。ここでは，それに向けて，今後 10 年で

やらねばならないことについての議論をご紹介

したい。

中央環境審議会の炭素中立社会経済変革小委

員会では，「GX を支える地域・くらしの脱炭

素〜今後 10 年を見据えた取組の方向性につい

て〜」を，2022 年 12 月に取りまとめた。GX

とは，カーボンニュートラルと経済成長の両立

を目指す取組「Green Transformation（グリー

ントランスフォーメーション）」の略称である。

前提として，従来の資本主義から，新しい資

本主義に移行し，絶えず柔軟に進化を続ける
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図5 廃棄物・資源循環分野における脱炭素に向けた排出量削減イメージ（案）

出典：環境省HP（https://www.env.go.jp/council/content/i_03/000048390.pdf）



「サステナブルな経済社会」を目指すことが確

認されている。その実現に向けては，将来の経

済社会像（ゴール）に加え，そこに至る道筋や

方向（コンパス）を示すことが重要であり，そ

の際，サステナブルな経済社会の方向と，脱炭

素の方向を，一体で考えていくのは当然のこと

だが，地域が，それぞれの地域の事情を踏まえ

て，自ら方向を考えていくことも前提となるこ

とが強調されたことは，特筆すべきである。筆

者も委員として議論に参加させて頂いたが，大

きな話を念頭に置きつつも，「まずは，足元か

ら方向性を示すことが重要である」との総意の

現れであり，私自身も強く同意した点である。

その上で取りまとめられたのが図 6に示す

「脱炭素×成長」の実現に向けた施策の全体像

である。製品・サービスのサプライチェーンを

中心に整理されたものであり，必要となるエネ

ルギーやサプライチェーンの中でのエネル

ギー・資源の流れ，資金・人材等について，特

に重視すべきと考えられる側面や取組，検討課

題が示されている。

今後 10 年を見据えて，次のような点につい

ての方向性が具体的かつ詳細にとりまとめられ

ている。

Ａ．地域・暮らし分野を中心とした脱炭素投資

の拡大

（1）地域・くらしの脱炭素化

（2）循環経済の促進

（3）サプライチェーン全体の脱炭素化

Ｂ．横断的な施策

（1）グリーンファイナンスの強化

（2）脱炭素分野における人材育成

（3）DX・GXの同時推進

（4）カーボンプライシング
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図6 「脱炭素×成長」の実現に向けた施策の全体像（イメージ）

出典：環境省HP（https://www.env.go.jp/council/content/i_05/000096596.pdf）



Ｃ．経済社会の基盤の強靭化

（1）国土・土地利用

（2）自然共生

（3）気候変動適応

Ｄ．国際展開・国際協力

先述の通り，新しい資本主義への移行を目指

しつつ，足元から方向性を示すということで，

暮らしや地域の金融に目配りしつつ，ネイ

チャーポジティブなど，今後の国際政策でも論

点となりそうな点もカバーしている。今後，政

府一丸となった GXの推進や，各種環境省重点

施策等に反映されるとのことであるが，多くの

方に，ご一読頂きたい内容である。

Ⅵ 世界における取組事例

日本においては，2020 年のカーボンニュー

トラル宣言以降，急ピッチで政策立案や実践へ

の落とし込みが進められているが，世界的な動

きはどうだろうか。

経済産業省のエネルギー白書（2022 年）1) に

よると，カーボンニュートラルに向けた動き

は，世界的に加速しており，COP26 が終了し

た 2021 年 11 月時点で，154 カ国・1 地域が

2050 年等の年限を区切ったカーボンニュート

ラルの実現を表明している。金融面では，世界

の ESG（Environment：環境，Social：社会，

Governance：ガバナンス）投資額は 2020 年に

35.3 兆ドルまで増加するとともに，気候変動

に関する情報開示を企業に求める動きが世界的

に広がっている。産業界でも，国内外で，取引

先まで含めたサプライチェーン全体の脱炭素化

やそれに伴う経営全体の変容（GX）が加速し

ており，デジタル技術を活用し，サプライ

チェーン上の CO2 排出量を算定し，可視化す

るサービスも活発になっている。

同書において，カーボンニュートラル実現に

向けた諸外国の政策動向も概観している。それ

によると，各国の表明内容は様々であるが，い

ずれの国もカーボンニュートラルに至る単一の

道筋にコミットすることはなく，ビジョンとし

て複数のシナリオを掲げて取組んでいる。ま

た，電化，水素化，CCUS の活用を進めていく

ことや，革新的なイノベーションが欠かせない

といった共通項があることから，取組む政策の

方向性は世界各国で一致していると見られてい

る。一方，2030 年の野心的な温室効果ガス削

減目標を実現しようとすれば，短期間での大幅

削減が求められることから，各部門でメリハリ

を付けながら既存の技術を最大限活用すること

が求められる。同じ最終到達点を目指しつつ

も，足下で現実的に実行可能な具体策は，各国

のエネルギーを巡る情勢や現状の産業構造に左

右され，施策の強度，順序，時間軸は大きく異

なってくる。例えば，各国について，IEA（In-

ternational Energy Agency：国際エネルギー

機関）「World Energy Outlook 2021」における

「公表政策シナリオ（STEPS：Stated Policies

Scenario ）」と NDC（Nationally Determined

Contribution：国が決定する貢献）や長期削減

目標等を反映した「表明公約シナリオ（APS：

Announced Pledges Scenario）」の差分を見て，

追加的に講じる必要がある政策のインパクトを

部門別に比較すると，国によって様相が大きく

異なる。具体的には，製造業が盛んな中国や日

本では，CO2 排出削減量の大きさが産業，運

輸，民生の順になっており，産業の脱炭素化に

向けた政策に重点が置かれている。一方，国土

が広く自動車大国である米国では，CO2 排出
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削減量の大きさは運輸，民生，産業の順で，運

輸部門の脱炭素化が鍵となる。一方，欧州は

CO2 排出削減量の大きさは産業，運輸，民生

であるものの，他国と比較すると民生部門の割

合が高く，EU の施策を見ていくと，既築の住

宅やビル等の省エネ改修を促す規制・制度や資

金支援の取組が見られるとのことである。各国

の政策シナリオは，前年の白書2) にも要領よく

まとめられているので，概要を知りたい方には

お勧めである。例えば，EU の検討状況とし

て，図 7に示すシナリオの例示などがあり，

興味深い。

成長目覚ましいアジアの状況も気になるとこ

ろである。JETRO（日本貿易振興機構）が世

界の脱炭素・カーボンニュートラル動向として

特集を組み，世界の動向をレポートしてい

る3)。ここでは，欧米もさることながら，中国

やインドをはじめとするアジア諸国における動

きも多く紹介されており，活発な様子がうかが

える。中でも，アジア大洋州地域にフォーカス

した総論が取りまとめられている4)。それによ

ると，再生可能エネルギー分野への投資が進ん

でおり，例えば，アジア・オセアニアの開発途

上国・地域への 2015 年から 2022 年にかけての

再生可能エネルギー分野の国際投資プロジェク

ト受け入れ数の年平均伸び率は 7.2％で，他の

開発途上国・地域（ラテンアメリカ・カリブ地

域：4.3％，アフリカ：6.2％，後発開発途上国

（LDC）：1％）と比べると最も高く，特にイン

ドやベトナムが目立つとのことである。また，

注目の分野等としては，「農業」や森林伐採な

どの「土地利用変化・林業（LUCF：land-use

change and forestry）」の温室効果ガス排出割

合が大きいため，農業分野での脱炭素事業連携

に向けた動きや，排出量を算定・可視化する

サービスへのニーズの高まりが挙げられてい

る。

筆者も，昨年あたりからアジア諸国への訪問

を再開しているが，インドもベトナムも，劇的

に環境配慮への機運や，国民の意識が高まって

いることを目の当たりにし，何度も浦島太郎の

ような気持ちになった。例えば資源循環分野で

21世界経済評論 2024年7月8月号

カーボンニュートラル社会の実現に求められる政策

図7 EUが想定する脱炭素に向けた8つのシナリオ

出典：経済産業省エネルギー白書（2021）



考えると，Renewable（再生可能）なバイオマ

ス資源の生産に適した気候に恵まれた国・地域

も多く，バイオマスエネルギーやバイオマスプ

ラスチック等の開発も熱い。日本が一方的に国

際支援するという時代は終わりを迎え，いかに

双方向で連携していくかという時代に入ったこ

とを感じる。カーボンニュートラルは，その真

価が問われるテーマと言えるかもしれない。

Ⅶ 今後に向けた可能性と課題

日本において，政策を現場に落とし込み，推

進していくにあたっては，課題も山積してい

る。ここでは，2 つの視点を紹介しておきた

い。

1 つ目が，人材育成に関する政策が弱いとの

指摘である。ここまで見てきた各種政策におい

ては，必ず人材育成の必要性が謳われている。

しかし，具体的に「どのような人材がどの程度

必要になるため，どのように育成する」といっ

たところまで落とし込めていない。比して，例

えば英国政府は，2021 年 10 月，2050 年までの

「ネットゼロ」達成に向け，2030 年までに 900

億ポンド（約 14 兆 2,200 億円，1 ポンド=約

158 円）の民間投資を呼び込み，44 万人の雇用

を支援する具体的な計画を含む「ネットゼロ戦

略」を策定した5)。ここでは，44 万人もの雇用

者を，「グリーンジョブ」（経済活動の環境的持

続可能性を可能にする仕事）に従事させるとい

う政策目標が示されている訳である。その英国

では，Future Energy Skills Programme とい

う，自国が 2050 年までにネットゼロを達成す

るためにエネルギー業界で必要なスキル，知

識，能力を特定し，それに取組むためのプログ

ラムが創設され，主導した Centrica（英国最

大の電力・ガス会社），GMB（英国の野党最大

の労働団体の 1 つ）の他，Equinor（ノル

ウェーの風力発電会社），Rolls-Royce（英国の

エンジンメーカー），National Grid（英国の送

電及びガス供給会社），ダイキン工業（日本の

空調メーカー）など，ネットゼロへの移行に対

して自社事業が直接的に影響を受ける大企業を

中心とした 14 団体が名を連ねており，参画企

業が雇用する労働者数は計 600 万人を超える規

模だという6)。このように，相当な規模での人

材育成政策が動き出そうとしている。日本は，

独特の雇用文化（概して流動性が低い）を持つ

ため，単純に比較することはできない。しか

し，カーボンニュートラルに向けた変革も待っ

たなしであることを鑑みると，グリーン人材市

場の可視化，「リスキリング」を含む産学公一

体となった人材育成プログラムの構築が，喫緊

の課題と考えられる。

もう 1つが，カーボンニュートラルと「ウェ

ルビーイング（人・社会・環境が幸せな（よ

い）状態にあること）」の同時達成の視点であ

る。これは，日本に限らず世界的にもホットな

テーマとなりつつある。昨年（2023 年）4月，

広島での G7 サミットに先立って，札幌にて開

催された G7 気候・エネルギー・環境大臣会合

中にも，消費者の行動やライフスタイルの変化

を通じて需要側対策を強化することの重要性が

強調され，『脱炭素で豊かな暮らし（ウェル

ビーイング）のための G7 プラットフォーム』

を新たに立ち上げることが合意され，始動して

いる7)。戦後，ハード偏重型で，短期間で高度

経済成長を遂げ，バブル時代を経た日本におい

て，この課題は，次なる新たな時代を切り開く

キーにもなるのではないだろうか。便利で，物

に囲まれた生活に慣れ切った私たちにとって
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は，制約を感じることもあるだろう。しかし，

豊かさとは何かを問い直し，新たな習慣，新し

い文化を創造していく・・・時代の転換期を体

験できると考えると，わくわくもする。工学出

身でありながら，超学際を掲げる地球研に身を

置く筆者としては，大変に興味深いテーマであ

ると同時に，自身に課せられた課題でもあると

考えている。

Ⅷ 2025年の万博は，2050年のカー

ボンニュートラル社会の実験場

来年の今頃，2025 大阪・関西万博が開催さ

れている。開催に向けて，いろいろな情報・意

見が飛び交っており，それはそれで意義がある

と思うが，カーボンニュートラルの視点から

も，是非議論の場にして頂きたい。

筆者は，（公社）2025 年日本国際博覧会協会

の設置する「持続可能性有識者委員会」に参加

し，議論に加わってきた。実は本万博では，今

までにない挑戦がたくさん盛り込まれている。

図 9 に，検討の全体像を示す。先述の有識

者委員会のもと，「持続可能な大阪・関西万博

開催に向けた方針」が策定され，各種ビジョン

や行動計画が公表されている。

中でも「EXPO2025 グリーンビジョン」8) に

おいては，具体的な取組が数値とともに示され

ている。次に，その一部を示す。2050 年カー

ボンニュートラル社会を先取りして体感でき，

課題と可能性を知る機会になると期待される。

・会期中の会場内での温室効果ガス排出量

（Scope1，2 相当）は，省エネを行うととも

に排出係数がゼロとなる電力を使用すること

で削減する。ガス，軽油や会場外の電力使用

については省エネ，電化，バイオディーゼル

の導入等で削減し，手段がない部分について

はカーボンクレジットで手当てして，カーボ

ンニュートラル達成を目指す。
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図8 ハイムーン氏の作品の一つ

注：筆者の恩師である高月紘京都大学名誉教授は，ごみ研究を牽引されながら，環境

漫画家（筆名：ハイムーン）としても活躍



・会期前後や会場外（Scope3 相当）の排出量

の削減については，建物の再利用，食品ロス

削減，プラスチックの利用削減，移動時排出

量のクレジット購入促進等により対応する。

また，会場建設中に重機等で使われる軽油，

夢洲会場へ直接アクセスする交通による排出

量については，クレジットでのオフセットな

ども含めて注力する。残りの排出量について

は，会場外でマイボトルの使用，食品廃棄物

削減等会場外での削減努力を行う契機とし

て，万博のレガシーづくりにつなげる

（EXPOグリーンチャレンジ）。

・エネルギー基本計画（2021 年）に基づき，

2050 年カーボンニュートラルが達成された

社会に向けて，開発し実装されるべき先進的

な技術を来場者の方々に印象に残る形で見

せ，体験いただく。特に，①水素社会，②再

生可能エネルギーの徹底利用，③カーボンリ

サイクル技術，④省エネルギーについて注力

する。

・資源循環型社会の実現に向けて，リデュー

ス・リユースにより廃棄物を最大限削減した

上で，分別排出された資源のリサイクルを徹

底する。具体的には，リユース食器の運用計

画の具体化，マイボトルの持ち込み推奨，レ

ジ袋・プラスチックバッグの配布禁止，食品

ロス対策や食品廃棄物のリサイクルの具体化

等の取組を進めている。

・施設設備については，リデュース，リユース

を優先して取組む。リースの積極的活用に加

えて，リユースする体制を構築する。具体的

には，会期後に向けて，①大屋根（リング）
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図9 2025年度の万博に向けた持続可能性に関する検討及び方針等

出典：万博協会WEB（https://www.expo2025.or.jp/overview/sustainability/）



等木材を丁寧に解体し，リユースしたり，②

協会資産に限らず，会場全体の建材・設備機

器のリユースのためのウェブ上のプラット

フォームを構築したりする。

カーボンニュートラル社会の実現に向けた国

の政策や取組，課題等を中心にみてきたが，実

は私自身，カーボンニュートラル社会を先取り

してみようと，京都市内の里山（京北地域）に

カーボンニュートラルを目指した家を建て，

ちょうど引っ越しを終えた。カーボンニュート

ラルかつウェルビーイングな暮らしのモデルと

なれるようにと思う。どのような暮らしになる

のか，今からワクワクドキドキしている。
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作者註：里山では人と自然が共生する世界です




